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F ood processing industry has d巴velop告drapidly sincεWorld War H. For the timε， thε
industry has become larger in scale and incrεased in number and diversity. 
日モsently，thεtotal production of the industry amount巴dto 21，527 billion yen. The rat告sof 
production of corporation， privatεenterprise and co-oper呂tiv記sare 92.1%， 3.0% and 4.9%問 sp記c-
tivεly 
The aim of this report is to clarify th己 structuralcharact色risticsof th巴 foodproc号ssing
industry. 
Th己followingis apparεnt from the investigation: 
1. Food processing industry re!ates to th記r日gionand th記conditionof location， and thosεthat 
fit th邑irlocation have b自己nexpanding. 
2. Food processing industry consists of thre巴foldstructt広告swhich are: big business; mεdium 
and small siz吋-enterprise;註ndsmailest scal巴ent吉rprise.Each of the business has呂nadvantagε 
over the othεr with rεsp告は tomarket shares in each industry. 
3. The main factors contributing to the growth of corporations in p昌rticul呂rlyconsist of high 
rat巴ofreturn and high turnover of assets fund目
k日yword: food Processing Industry噌 largεcorporations，markets shar巴
現在，わがl認の食品加工業
る産業となっている e
食品加工業はラ戦後の
が21，527，155百万円(通産省
はじめに と
とする らな
しい進展を示し，現在の総製造品出荷額年)
(企業統計編)j1992年3月)となっている，この出
による出荷嘉手は92‘であ
その地の経営形態による出
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荷額(率)は1，053，337百万円 (4.9%)となっている.製造品出荷額を資本金階層別構成比で
みると，資本金500万円未満の零細企業の場合は6.9%，lf意円未満の中小企業の場合は43.6%，
l鰭円以上の大企業の場合は41.7% (とくに10億円以上の巨大企業は25.2%を占めている)と
なっている.つまり，食品加工業は 9 中小@零細企業と大企業が並存した形態となっている.
従来，食品加工業の総製造品出荷額に占める中小@零掘企業による製造額の比重が大きいとさ
れてきた。しかし，現在の食品加工業は飽の製造部門間報に巨大@大企業のシェアが拡大しつ
つあるのが実態であると思われる.
このような食品加工業の進展の背景として，食の、洋風化など食の変化，共働きによる食生活
様式の変化など多くの点が多くの文献で指摘されている.
ところで，本論の課題は，食品加工業における主要な業種の構造的な特徴を明らかにするこ
とにある.なぜなら，食品加工業はその発展過程において，各業譲における資本の
の進展度合に相違が生じており，したがって，差異ある各業種の競争構造は連関する諸制度と
相捲って，当該業種の原料@製品の流通形鰭や取引価格水準やその価格決定方法等の事情に多
大な影響を及ぽし，各々相対的に独自な性格をもつに至らしめていると考えられるからである.
第 l節では，謹雑な様相を呈する食料需要に対応し多種多様な業種が展開する食品加工業の
とその特撒について検討する.ここでは，これら食品加工業の構造的特徴について，特に，
@業態の多様性，業種の地域的な特徴(九州、iの食品産業の位霞@特徴など)，そして規模上
の特性(生産の業種別集中度，競争構造)などの面について検討する.そして，食品加工業に
は，業撞間の二重構造と同時に業積内の二重構造が並存していること，各業種によって少数の
大企業の市場シェアが大きくなっていること，そしてその大きさには業種聞に惹異があること
などを躍認する.
2節では，生産の集中多少数大企業の市場生産におけるシェアを増大せしめる要因，逆に
それを縮小せしめる要国を業種別に検討し，なぜこのような業種間に差異が生じたのか，またヲ
それぞれの業譲の生産集中度は今後高まるのか否かなどを検討する.そして，それらの要因の
存在及び作用に業種間で荒興があることを明らかにする.
おわりに，簡単な要約を行~"さらに本論の課題について若子の考察を行う e
1節 とその特徴
わが閣の食料需要の性格i土地域差，季節命気候差，消費者の世代差などが幾重にも重なって
複雑な様相を呈している.従って，これに対aする食品加工業も多種多様な業種が展開する形
となっている。ここでは，食品加工業の構造的特徴について，特にラ①業撞@業態、の多様性，
②業穣の地域的な特徴(九州、|の食品産業の位置@特徴など)，③規模上の特性(生産の業種別集
中度，競争構造)などの…隠について検討する.食品加工業には， と同時に業
種内の二重構造が並存していること，各業種において少数の大企業の市場シェアが大きいこと，
そしてその大きさには業種間に差異があることなどを確認する.
1.食品加工業の進展と多様化
戦後日本の食品加工業の発展段階をみるとヲその顕著な伸展と多様化が特徴となっている.
とりわけ素材担加工業(資本)が顕著な発展を遂げた特徴的な事実がある.例えば，高度経済
成長そ経過することによって達成された現段轄では，小麦粉，植物油脂9 精糖，でん粉などの
飛躍的進撲をみることができる.また，戦後の食品加工業の生産額構成比の変化に示
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されるようにラ①「飼料ニ 系列業穫の上昇，②「その他業穣j どが特徴的でる
るがヲ特に，この「その他業種」の構成比の上昇によって，食品加工業のさらなる多様化が特
徴となっている@この業種の多様化は，素材型加工業の内部投入灘のシェアが1960年80%から
1980年51%へと低下していることによりさらに促進されていると忠われる。
さらに，食品加工業には，精米@精麦のような低次加工のものから，調理済み食品のような
高次加工のものまで，生産構造@規模において業種間格差，企業開格差が著しく，極めて
まれて~当る.
ところで，事業所数の推移から最近の業種別消長をみると，事業所数の多いのは「パン@
子製造j，I水産食料品製造j等であり，また在来食品に混じって「冷凍調理食品製造ム f惣菜
などの新規参入業種が急、伸している.さらに， I惣菜製造j，I冷凍水産食品製造j，I肉製
「麺類製造J等では事業所はわずかに増加している@一方，事業所が減少しているの
うな，
を筆頭に，さらに「豆属。油揚げ製造j，Iパン製造j，I欝油@アミノ駿製
「その他水産食料品製造j，I清酒製造j等がある a
している「生菓子製造ム「豆腐@油揚げ製造」は規模別にみれば従業者3人以
従業者数で大幅に増えているのは「惣菜製
「冷凍水産食品製造j等の業種であり，逆に大幅に減っているのは
「清涼飲料製造J等である.このような状況のなかで9
れほど減少していないのに従業者が減少している のも
と従業者の増減がパラレル
前述のように伸展し多様化した食品加工業は歴史的には地域経済との深いかかわり合いを
ってきた.つまり，食品加工は地域で培われてきた生産技術や風土に根ざしてきた農産物の
有効利活用という点で麗史的に地域密着性を持ってきた e
ところで，現在の食品加工業は京浜@中京@寂神地区において多くのシェアを持っている.
この地区は諸工業の集積が高いところであり，その 1っとして鵠海装置型で海外原料に依存す
る食品加工企業の大規模化と立地件数の増加が進んでいる.
ヲ食品加工業の比重が高い地域l土地域経済における農水産業の占めるt樹立が高いところ
でもある e つまり，食品加工業は農水夜業地域と密接不可分の関係にあると思われ，また地域
や所得確保と密接である a 製造業出荷額の全国シェアに対する食品工業出荷額の
シェアの対比で示される特化係数は，食品加工業のもつ相対的な震みと考えられる@
業の立地は鹿児島ヲ沖縄，北海道，青森，宮崎，宮城，
ており，とりわけ東北，北海道ラ九州、|
わが国の食品加工業は 9 前述のとおり多数の中小@零細企業と少数の大企業とが並存し，ま
た全製造業と比較し産出総額中に占める中小 e零細企業の比重が大きいという特質がある.従
業員300人以下を「中小企業jとする関の規模定義では， 99%が中小企業というのが食品加工業
の実態である.出荷額でみてもラその50%以上は中小企業からの出荷によって占められる@一
，000人以上の大企業も数十社存在するからラ大企業と中小企業との設存は食品加
工業の構造的特色である.
ここで，わが国の食品加工業について，業種部出荷額構成比と事業所数構成比の関係により
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第 li)gJ 食品加工業の業種別資本規模別出荷額構成比と悪事業所数構成比
資料.通産省 n990if 工業統計表(産業編)jより作成。
注:1) (けは資本金 I億円以との大企業， (十)は資本金500万円以下の企業や個人@
総合経営を含む事業所を示す。
2 )図中の業種番号は1212・乳製品， 1241:みそ， 1242:しょう治 a食用アミノ後，
1243 :化学調味料， 1245:食宮下， 1251:砂糖製造， 1252:砂糖精製， 1263:ノト
麦粉， 1271:パン， 1272:生薬草子， 1273・ビスケット要員巷二子菓子守 1274:米薬，
1281 :植物泌総， 1292・でんぷん， 12百3:めん類， 12似:こうじ・緩こうじゃ
きを芽eもやし， 1295:豆腐停泊嫁， 1296:あん類， 1331:製茶宇 1351:配合飼料
70 品。50 40 30 2告10 
;密・食用アミノ酸製造業ラ
生菓子製造業，
米薬製造業，
でんぷん製造業，めん類製造業，
こうじ@種こうじ e麦芽 e もやし製造業，
5:l1爽 a油揚製造業，あん要員製造業，製茶業，
聖子菜缶詰・果笑缶詰@幾康保存食料品製造業
野菜漬物製造業，精受業，動物油脂製造業
食品製造業の業種別f生格耳目分類第 1表
砂糖精製業
小麦粉製造業
織物油脂製造業
清涼飲料製造業
ピール製造業
配合飼料製造業
資料:遜建省 f工業統計表jより作成。
i主:食品加1占禁の言葉緩別分類の指擦は 1グループl土資本金 1億円以との;大企業
の製造出荷綴構成比が60%以上を占める業種， lグノレ ブは資本金500万円以
下の食業や個人・組合経営を含む事業所構成上ヒカ;60%以上を点める業機℃あ
る。ただし， lグループには，さらに資本金500万円から 1意向の中小企業の
繁巡出荷額構成比が60%以上の業穫を含め分類した。
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第2表 食品製造業の収益構造 (1官官。年， 30人以上の事業所)
流関 剰余 がj 資 員従業 当国 付加
載 車云 本 た定区 分
資 f値率i頭 j濁 構 台資 備{漆謹E 
本数 ~\ 成 人形産
(%) (%) (千円) (%) 
乳製品製造業 43.7 290 102.7 122.3 10，531 30.5 
化学調味料製造業 12.2 226 92.0 28.9 13，919 47.4 
砂糖製造業 20.1 167 70.0 46.9 10，305 27.7 
砂糖精製主義 14.1 447 85.3 73.1 23，544 30.7 
小麦粉製造業 21.5 303 66.3 97.5 21，391 24.2 
植物油脂製造業 17.0 764 100.4 128白2 34，446 2告.6
清涼飲料製造業 28.7 667 206.5 91. 7 12.999 41.8 
ビール製造業 10.6 579 63.2 95.7 52，738 19.8 
F咽『舟骨骨岬...場“..】週、回世間曹 明『開守【 ...守内問内 持南関輔自曹博明.. 田吋台+一昨向凶晶・ 間同町帽...
みそ製造業 13.2 293 122.9 30.6 7，240 
しょう泌@ 15.7 265 125.1 32.2 8，699 
食用アミノ酸製造業
食酢製造業 18.0 497 90.0 98.3 20，498 
パン製造業 41 2 115 I 77.4 60.4 4，734 
生菓子製造業 19.0 199 109.5 33.4 4，487 
ビスケット類@ 23.1 207 121.3 38.4 4，526 
子菓子製造業
米菜製造業 22.0 208 132.2 33.5 3，728 
でんぷん製造業 12.7 395 958l512 15，721 
めん類製造業 33.6 l自3 100.4 I 63.5 4，933 
こうじー種こうじ@ 14.1 141 58.8 32.9 6，780 
麦芽@もやし製造業
豆腐“油揚製造業 14.9 162 93.0 25.0 4，283 
あん類製造業 9.9 153 61‘7 23.5 7，408 
野菜缶詰@楽笑缶詰・ 10.9 147 71.7 21.2 3，676 
農産保存食料品製造業
野菜漬物製造業 7.6 170 85.4 14.2 3，511 
精麦業 25.5 213 68.3 78.5 11，864 
動物泌脂製造業 128.3 152 44.6 437.0 11，732 
食料品製造 18.0 216 93.0 I 40司号 5，754 
主筆料:ifljt家省 iI業統計表jより作成。
1主:1)小さを粉製造業は素材裂加工業の典裂として参考にした。
2 )上言己表内の計算方法は次の通りである。
流動資本の回転数ニ(!jj(材料使泊客員十燃料使用綴)/(何年末在声華客員)
剰余f画館(利~雪)額二付加価i箆額ト(滅儲償却額一除却額)ー現金給与総額
剰余備f積率ヱ(剰余儲悩額)/(現金給与総額)
56.2 
58.6 I 
51.8 
52.9 
56.1 
49.4 
50.1 
33.0 
36.9 
52.5 
62.8 
6.3 
33.0 
42.6 
32.8 
31.8 
36.9 
従蓄人容V当加哲E 
(千円)
16，041 
21. 431 
13，684 
30.211 
22，106 
45，874 
35，651 
44，993 
帽. 一明. 司"----
13，693 
16，852 
23，820 
7，331 
8，221 
9，065 
8，294 
24，530 
8，628 
9，102 
7.186 
百，776
5，959 
6.796 
13，599 
8，811 
ヲ，288
利潤司s=剰余f函{疫額/[年初有形図定資援額(土地を含む)一一(原材料使用綴等)/流動資本
の回転数十(現金給与総額)/流動資本の [~J転数〕
資本構成=[年初右手形固定資産額(こが也を含む)十(原材料使用客員等)/流動資本の凶転数J. 
[(現金給与総額)，/流動資本の回転数〕
付加価値率[付加価i車綴(i威儲儀去[.-除去IJ綴))/(生産額)
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ように業種間に差異が生じたのか9 ③それぞれの業種の生産集中震は今後高まるのか否か，そ
して，④この動向は加工食品の生産，流通および消費にし功〉なる影響をもたらすのであるかな
どについて検討する.
食品加工業の1980年代における特徴的な動きは，通産省『工業統計(産業編)jによると次の
通りである.第 1は，最近の付加錨億率の推移をみると 9 素材型と加工型では後者の付加価値
率がかなり高いことである台高い業種はnグループに!請する，とりわけIパン
涼飲料製造ム「ビールを除く酒類製造jなどである.第2は，売上高増加率の推移を業種別に
みると， I肉製品製造J，I清涼飲料製造J，Iビール製造J，I妻菌類製造jなど加工型業種は安定的
いことでおる.素材型業種は「砂糖製造jのようにマイナスから高収益と循環を繰り返し
ている，食品加工業のなかでとりわけ素材型食品加工業種の場合の収益の基本構造は，留し
上高収益率(付加{価値率)を高い資本回転率でカバーする構図であると考えられる。
ところで，業種加にみたとき，なぜ規壊3Uに2重構造ができ，業種間に差異が生じたのかを
検討すると次の通りである.
食品加工業は，全体として規模が零細で、あることが指擁されるが， に分類したもの
ごとにみれば，第2表の食品製造業の収益構造 (1990年30人以上の事業所)に示すように次
のような特徴がある. 1グループは，より 1次加工的で必要資本量の大きい，つまり，
成が平均的に比較的高し従業者1人当り有形閤定資産額(土地を除く)が高い
業であり，寡占的な業穣の多いグループである，一方， Iグループは，より 2次加工
要品)的で必要資本量の小さい，つまり，資本構成が低い f労働力依存型j産業であり，
占的な業種の多いグループである.例えば， 1グループに属する小麦粉，砂糖製造@精製，植
物油脂，でん粉各製造業等の素材型加工業予および，ビール，化学調味料，配合飼料各製造業
などの業種は資本構成の高い[装置型」産業の性格をもっている合一方， Iグループに属する
野菜漬物，野菜@果実缶詰加工.，あん類，豆腐@油揚げ，冷凍調理食品，各種菓子類ラパン，
めん類各製造業などの業種は資本構成の低い， I労働力依存型jの産業である。
1次加工的でかつ資本構成の高い(必要資本定量の大きい)
資本金10億円以上企業のマーケット@シェア(市場占有率)がおおむ
的で資本構成の低い(必要資本定量のより小さい)I労働力依存型j
有率の低いことが，特徴的事実である.
において市場占
ところで， 1グループの小麦粉や植物油指製造業は各企業の製品開で比較的同賢ないし惹部
化されない製品である.これを生産する 1次加工業穫は規模の利益によって企業間の罷劣の差
がつく産業であると考えられる.A社の小麦粉もB社の小麦粉も，またC社の植物油脂もD社
の植物油脂も全く間質で区別されない.つまりラ 1グループの業離にはコストを守|き下げるこ
とだけが同業種内企業間競争の勝負の決めてである場合が多い@従って， 1グループの業種は
日大な新鋭回定設備に投資し，臨海工業地帯に大工場を設置しラ装置産業化することによって
コストを引き下げると同時に，さらに外国からより安い原料農産物 に輸入しその面から
もコストをヨiき下げることに努力している.しかし，一方， nグループに多く含まれる業種で
製造される 2次加工食品はより高度に加工され，多様化された外観と特殊包装によって差別化
されたブランド高品であり， 1 i欠加工食品とは著書情を異にしている. 2次加工会品の食パンラ
ビスケット@クラッカー製造業などは l次加工食品の小麦粉製造業の場合ほど生産におけるコ
スト競争圧力は働かない.従って，第2閣にみるようにヲ砂糖精製，植物油脂，小麦粉製造業
など 1次加工業撞の付加価値号室は30.7%，29.6%， 24.2%などであり，一方，豆腐@油揚，
ビスケット類・ ど2次加工の他業種は62.8%，56.1%，49.4%などとなっ
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ており， 1次加工業種は 2次加工業種に比べ付加価領率が低く，
で示されるように，相対的に資本装備率を高めることによってできるだけ げざるを
えない.
ここで，さらに l次加工業と 2次加工業の生産技術及び競争構造上の差異色旗料を伺じく
する小麦系列の小麦粉製造業とパン@菓子およびめん類製造業を例に検討した(第3閣参照). 
1次加工業の小麦粉製造業は従業者1人当りの有形臨定資産すなわち資本装備率が21，391千円9
1人当り粗付加価値額すなわち労働組生産性が2，106千円であり， 2次加工業のパン製造業は
4，734千円， 7，331千円，めん類製造業は4，933千円， 8.628千円となっている.以上のように 1
次加工業と 2次加工業の間に資本装備率の大きな格差があり，従って労働組生産性にも大きな
じ，明確に生産技術及び競争構造上の差異がみられる@
また， r可じ業種として
競争構造的性格の異なる
されていても，その中には大企業性製品と小企業性の製品があり，
まれている場合がある.例えば，調味料には化学調味料製造
飲料にはどール製造業mと清酒製造業がある。間じく第3図によるとラ
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第 2図 食品加工業の業種別資本構成と付加価値率の相関
資料:通産省 nヲ羽生手 工業統計表(産業編)jより作成。
j主:1)資本構成，付力日{濁領率の算出方法は前掲望号2表;こ向じ。
2) I週中の(・)は Iタループ(資本金 1i窓円以上:の大f託業の製造出荷綴構成i七が
60%以上を占める業種)を示す。
3)関中の(ート)はnグループ(資本金500万円以下の企業やf間人・総合経営を含む
事業所構成比が60%以上を占める業種と資本金500万円から 1億円の中小企業
の製進出待綴構成比が60%以上の業穫を含む)を方、す。
4 )図中の業種番号は1212・乳製品， 1241:みそ， 1242 しょう池・食用アミノ絞，
1243 :化学調味料， 1245::食費i'，1251:砂糖製造， 1252:砂糖精製， 1263:小
麦粉， 1271:ノfン， 1272:'生菓子， 1273:ピスケット類・千葉子， 1274:米菓，
1281 :織物油脂， 1292:でんぷん， 1293:めん類， 1294・こうじ.t重こうじ倉
麦芽・もやし，1295・立腐・油機，1296:あん類， 1311:清涼欽料， 1322:ビール
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{痘額が21，431千円でありヲ一方みそ製造業は7，240千円， 13，693千円となっている.ここで明ら
かなようにラ細分化された業種間に存在する資本および技術構造(資本装備率)の格差と
・所得の格差との間には密接な関係が存在している.資本装備率の高い業種は労働組生
(粗付加価髄額/能業者数)も高いクソレープに属している.どちらも低い場合は，逆のグ
ループに属している@
また，食品加工業の能付加価値率は恒常的なものであると指摘されるが9 原材料使用額，製
付加価値額との聞に存在する関係をみると次の通りである，
この低付加価値率の意味は原材料使用額と出荷額に対して付加価値額が小さいことでありラ
原材料投入比率が高くて付加緬値率が低いということである.食品加工業の付加姉纏率が低い
ことの理由はラ原料儲格が高い，原料及び、製品が腐敗性をもっという商品特性とか，原材料の
もつ風味を生かした低次加工という眼界などの複合効果と考えられる.しかし，このように低
付加価値率だから利潤率自体も必然的に抵くなるということにはならない@資本構成が手IJ潤率
える影響をみると余り大きくはないが，手1J1間率の差に与える影響のより大きなものは，乗日
余f語f霞率と流動資本回転数である@食品加工業は確かに低付加{価値率(原材料費高比率)
るが，より高い剰余嫡鱒怒とより大きい流動資本回転数とによって利関率はより高い@
食品加工業の利潤率が飽かった高度経済成長期と比較し，手IJ潤率が高いことの最大の要因は流
動資本自転数の向上であることが注目される.一方，食品加工業の付加儲倍率自体が t昇して
いることも注目される.これは，近年，付加価髄率の高い 2次加工的業種の新規参入とその成
による「さらなる食品加工業の @多様化jがその要因の 1つになっていると考えられる@
(千円)
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第3図 食品加工業業穣別従業者1人当たりの紐付加{蕗値綴と有形[il!J定資産相関
資料主産省、1"1990年 工業統計表(産業編はより作成。
注 1)従業者 1人当たり粒付加{節{諒客員，従業者 1人当たり有形恒i定資産の算出方法は
がj掲第2~買に!司じ。
2 )区j中の(.)， (十)はiltl第2図iこ!司じ。
3 )凶中の業穣番長i主前掲第2[認に同じ。
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おわりに
食品加工業は資本規模，製造出荷額規模によって 3クゃループに分類することができた.さら
に各製造業の性格や特徴から各グループの型を検討した.その結果，特に Iグループは素材型
食品製造業， I 
れた，
プは零細な在来型食品製造業を含む加工製食品製造業に概観的に分類さ
ところで，わが国の食品加工業の各業種内部には特徴として，多数の中小@零細企業と少数
の大企業とが並存している点，また全製造業と比較し産出総額中に占める中小@零細企業の比
きいという点があった.本論では特に多食品加工業の各グループの規模別業種別収益構
造の特質から大規模化の経営的条件を検討した.
1次加工業は規模の利益によって企業開の優劣の差がつく産業である.一方， 2次加工食品
はより高度に加工され，多様化された外観と包装によって差別化されたブランド商品であり，
l次加工務品とは事情を異にしていた. 2次加工食品は 1次加工食品の場合ほど生産における
コスト競争圧力は働かない.従って， 1次加工業種は 2次加工の地業撞に比べ付加価値率が低
しそのため資本装備号室を高めることによってできるだけ生産性を上げざるをえない状況が
あった.
原料を同じくする l次加工品業と 2次加工業の場合において，資本装備率に大きな格差があり，
従って労働組生産性にも大きな格差が生じ，明確に生産技術及び競争構造上の差異がみられた.
また，同じ業種として一括されていても，その中には大企業性製品と小企業性の製品があり，
競争構造的性格の異なる業撞が含まれている場合がある.細分化された業種聞に存在する
および技術構造(資本装備率)の格差と労働生産性@所得の格差との間には密接な関係が存在
しており，資本装備率の高い業種は労働組生産性(粗付加髄倍額/従業者数)も高いグループ
していた.
また，食品加工業のイ墨付加髄健率は恒常的なものであると指摘されるが，この部付加価値率
の意味は原材料使用額と出荷額に対して付加価値棋が小さいことである e しかし，低付加価鏑
率だから利潤率自体も必然的に低くなるということにはならない.資本構成が手IJ潤率に与える
きくはないがラ利潤率の差に与える影響の大きなものは，剰余価値率と流動資本回転
数である.食品加工業は確かに低付加価値率(原材料費高比奈)の産業であるが，より高い剰
余倍領率とより大きい流動資本自転数とによって利潤率はより高くなっている.
ところで，食品加工業の経営構造上一般の特徴は，低い付加価値性(抵い収益性)，低い成長
安定性，早い資本回転に要約される.
摘 要
わが国の食品加工業は戦後急速に拡大した.その過程で当該産業は大規模化し多業種化した.
現在，食品加工業の総製造額は21，52τ十億円となり，その製造額の構成は企業形態92.1%，領
人企業3.0%，協関組合経営4‘9%の内訳となっている。
本論の課題は食品加工業を対象にして，その経詩的構造的特徴を明らかにすることにある.
考察の結果，明らかになったのは次の点である.第 1にヲ食料品加工業の立地にl土地域性が
あり，その地域に適した業種が立地し展開している。第2に，食料品加工業には大企業，中小
企業，零細企業が蛍存し， 3 ~章構造となっている.食料品加工業における企業の 3 形揺は各業
よって，大企業の市場シェアの大きい場合や零細企業の市場シェアが大きい場合等あり，
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3重構造の程度に業種間で差異がある.第3に，食品加工業にも大企業が出現したが，その企
業成長の要因はラ特に剰余姉億率と流動資本田転数にあると忠、われる。
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